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参考資料１ 

予備認定制度の概要 

令 和 6 年 7 月 

（公財）マンション管理センター 

１．予備認定制度の概要 

   

マンションの適切な管理を担保するためには分譲時点から適切な管理を確保す

ることが重要であることから、「マンションの管理の適正化の推進を図るための基本

的な方針」（令和３年 9 月 28 日国土交通省告示）を踏まえ、新築マンションの分譲

業者等が作成した適切な原始管理規約案や長期修繕計画案を（公財）マンション管

理センターが認定する制度。 

 【参考】「マンションの管理の適正化の推進を図るための基本的な方針」七２より 

「国においては、既存マンションが対象となる管理計画認定制度に加え、マンションの適切な

管理を担保するためには分譲時点から適切な管理を確保することが重要であることから、新築

分譲マンションを対象とした管理計画を予備的に認定する仕組みについても、マンション管理適

正化推進センターと連携しながら、必要な施策を講じていく必要がある。」 

 

２．制度発足時期 

 

令和４年４月１日  

 

３．認定数※ 

   令和４年度 ６５３件 

令和５年度 ５７０件 

令和６年度 ２４２件 
 

※令和 6 年 7 月 10 日時点においてマンション管理センターホームページにて公表している認定数 

 

４．予備認定の基準 

 

管理規約の設定後でなければ満たし得ない項目を除き、管理計画認定制度の認

定基準と同様のものとしている。 
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５．予備認定の手続きの流れ 

  

 

 

６．予備認定を受けたマンションに講じられる措置 

 

（１）予備認定を受けた新築マンションは、住宅金融支援機構の【フラット３５】維持保全型の対象と

なり、【フラット３５】の金利から当初５年間年 0.25％引き下げられる等の措置が講じられる。 

 

（２）予備認定を受けた施設建築物の整備を含む市街地再開発事業において、社会資本整備総

合交付金事業等に基づいて国庫補助を行う場合、土地整備費及び共同施設整備費について、

国費を算定する上で最大 1.2 倍の嵩上げが認められている。 

 

７．予備認定手数料 

１申請当たり 50,000 円（10％対象、内消費税額 4,545 円） 

 なお、１つの申請において、複数の長期修繕計画がある場合、２計画目以降は、１計画当たり

10,000 円（10％対象、内消費税額 909 円）が加算される。 


